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Ⅰ ⼀般会計・特別会計 歳⼊歳出決算額

１



１ ⼀般会計 概要

２
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19,026 
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予算現額歳入決算額 歳出決算額

※億円未満切捨て表⽰

4R1 2 3

３

（１）予算現額及び歳⼊歳出決算額の推移
１ ⼀般会計 概要



20,000

20,500

21,000

21,500

22,000

22,500
億円

21,61122,006

歳 ⼊ 決 算 額 歳 出 決 算 額

実質収⽀額
229億円

翌年度へ
繰り越すべき財源
165億円

形式収⽀額
394億円

※億円未満切捨て表⽰４
歳入 歳出

（２）形式収⽀・実質収⽀
１ ⼀般会計 概要
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億円

年度

実質収支額 単年度収支額

特殊要素⾦額（新型コロナウイルス感染症対
策に係る国交付⾦の歳⼊超過分） 41億円

特殊要素を除いた
R３年度実質ベースの額
実質収⽀額 ５７億円
単年度収⽀額 ４億円

特殊要素を除いた
R２年度実質ベースの額
実質収⽀額 ５３億円
単年度収⽀額 １６億円

特殊要素を除いた
R５年度実質ベースの額
実質収⽀額 １８８億円
単年度収⽀額 ９５億円

５※億円未満切捨て表⽰、特殊要素については記者発表時点の決算⾒込みにおける数値

4

5753 16 3492

特殊要素を除いた
R４年度実質ベースの額
実質収⽀額 ９２億円
単年度収⽀額 ３４億円

（３）実質収⽀額及び単年度収⽀額の推移

△37

１ ⼀般会計 概要

95

188



６

合 計
２２９億円

特殊要素を除いた
令和５年度実質収支額

１８８億円

※億円未満切捨て表⽰、特殊要素については記者発表時点の決算⾒込みにおける数値

（４）実質収⽀額に占める特殊要素の内訳
１ ⼀般会計 概要

特殊要素
41億円

国からの交付⾦を活
⽤した事業において
⽣じた不⽤額。
令和６年度以降に精
算する必要がある。

新型コロナウイルス感染症
緊急包括⽀援交付⾦

41億円



７

２ ⼀般会計 歳⼊



県税

1兆3,487億円

地方譲与税

1,769億円

地方特例交付金

43億円

地方交付税

1,538億円

交通安全対策特別交付金

11億円

分担金及び負担金

4億円

使用料及び手数料

278億円

国庫支出金

1,983億円

財産収入

69億円

寄附金

6億円

繰入金

764億円

繰越金

425億円

諸収入

359 億円

県債

1,266 億円

８※億円未満切捨て表⽰

2兆2,006
億円

合 計

（１）歳⼊決算額
２ ⼀般会計 歳⼊



県税

1兆3,487億円

使用料及び

手数料

278億円

その他自主財源

1,628億円

地方譲与税

1,769億円

地方交付税

1,538億円
国庫支出金

1,983億円

県債

1,266億円

その他依存財源

54億円

９

依存財源
30.0％

⾃主財源
70.0％

※⾦額は億円未満切捨て、割合は表⽰単位未満を四捨五⼊して表⽰

（２）⾃主財源と依存財源

2兆2,006
億円

合 計

２ ⼀般会計 歳⼊



0 5,000 10,000 15,0008,000 04,00012,00016,000

47.3%

32.0%

47.9%

37.7%

⾃ 主 財 源 依 存 財 源

62.3%

52.7%

52.1%

68.0%

億円

その他

県 税

億円

地⽅譲与税

地⽅交付税

10

7.7ポイント
の増

7.7ポイント
の減

年度

※⾦額は億円未満切捨て、割合は表⽰単位未満を四捨五⼊して表⽰

歳⼊決算額

29,629

18,417

25,075

22,006

24,926

30.0%

R1

2

3

4

5

使⽤料及び⼿数料

70.0%

（３）財源別歳⼊決算額の推移
２ ⼀般会計 歳⼊

その他
県債

国庫⽀出⾦



地方消費税

4,226億円

31.3％

個人県民税

3,735億円

27.7％

法人事業税

3,229億円

23.9％

法人県民税

264億円

2.0％

自動車税

985億円

軽油引取税

397億円

不動産取得税

317億円

その他の税 332億円

法⼈⼆税
計3,494億円

25.9％

※億円未満切捨て表⽰、割合は表⽰単位未満を四捨五⼊して表⽰

４つの税⽬で４つの税⽬で
８割以上

当 初 予 算 額: １兆３,３２５億円
最 終 予 算 額: １兆３,４５８億円
決 算 額: １兆３,４８７億円

1兆3,487
億円

11

（４）県税決算額
２ ⼀般会計 歳⼊



令和４年度 １兆３,２９９億円
＋ １８７億円

令和５年度 １兆３,４８７億円

税 ⽬ 対前年度増減 主な増減理由

個⼈県⺠税 ＋１９８億円 ・賃上げや株価の上昇に伴い、個⼈所得が増加したことなど
による。

法⼈県⺠税
法⼈事業税 ＋１９６億円

・５年３⽉期の上場企業の決算が、コロナ禍からの経済回復
に伴い、⾮製造業の業績が改善し、２期連続で最⾼益とな
ったことなどによる。

地⽅消費税 ▲１９９億円 ・資源価格の下落等により輸⼊額が減少し、貨物割が減収と
なったことなどによる。

そ の 他 ▲７億円 ・⾃動⾞税種別割が減収となったことなどによる。

※億円未満切捨て表⽰12

（５）県税決算額の前年度対⽐
２ ⼀般会計 歳⼊
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億円 15,257 
過去最⾼

法⼈⼆税

地⽅消費税

個⼈県⺠税

その他の税

年度

12,032
過去最高

※億円未満切捨て表⽰

R元年10月
８％→10％へ

消費税率引上げ

13

（６）県税収⼊の推移
２ ⼀般会計 歳⼊

地⽅譲与税等
実質収⼊額

H20年10月
地方法人特別
譲与税の創設

R元年10月
特別法人事業
譲与税の創設

H30年４月
指定都市への

税源移譲

H26年４月
５％→８％へ

消費税率引上げ

外形標準課税の拡大
H27年度：2/8 ⇒ 3/8
H28年度：3/8 ⇒ 5/8

リーマンショックの
影響による減収

（単位　億円）

H20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 ２ ３ ４ 5
県 税 ① 12,517 10,440 9,989 9,971 10,168 10,585 11,082 12,531 12,455 12,980 11,876 11,536 11,792 12,538 13,299 13,487
地 方
譲 与 税 等

② 31 433 915 1,014 1,052 1,266 1,522 1,387 1,193 1,238 1,397 1,372 1,322 1,487 1,762 1,769

県税＋地方
譲 与 税 等
（ ① ∔ ② ）

③ 12,548 10,874 10,904 10,985 11,220 11,852 12,605 13,919 13,649 14,219 13,273 12,908 13,114 14,026 15,062 15,257

税交付金等 ④ 1,562 1,682 1,452 1,386 1,436 1,544 1,677 2,346 2,121 3,797 2,544 2,240 2,705 3,034 3,094 3,224

10,985 9,192 9,451 9,599 9,783 10,308 10,927 11,572 11,527 10,422 10,728 10,668 10,409 10,992 11,967 12,032

年 度

実質収入額
（③－④）



個⼈県⺠税については、各種の取組により
着実に減少

その他の税

38億円
その他の税

38億円

法人二税

13億円

法人二税

14億円

個人県民税

71億円

個人県民税

70億円

0

50

100

150

4 5

億円

※億円未満切捨て表⽰

124123

年度

市町村が賦課徴収

県が賦課徴収

令和５年度 １２４億円
令和４年度 １２３億円 ＋１億円

14

（７）収⼊未済額の状況
２ ⼀般会計 歳⼊

法⼈⼆税については、⾼額な滞納事案が増加
したことなどから、収⼊未済額が増加
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所得税から個⼈住⺠税への
税源移譲による増

億円

年度

※億円未満切捨て表⽰

＜収⼊未済額圧縮のための取組＞
・差押不動産の市町村との「共同公売」
・県から市町村への「実地⽀援」
・県と市町村との「税務職員交流」

15

（８）個⼈県⺠税の収⼊未済額の推移
２ ⼀般会計 歳⼊
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億円
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16※億円未満切捨て表⽰

R3 4  5 R3 4   5 R3 4   5
年度

（９）県税以外の主な歳⼊決算額

7億円の増 126億円の増

2,578億円の減

328億円の減

２ ⼀般会計 歳⼊



17※億円未満切捨て表⽰

地⽅譲与税 7億円の増

地⽅交付税 126億円の増

国庫⽀出⾦ 2,578億円の減

県債 328億円の減

全国的に企業収益が増加したことに伴い、国から配分される特別法⼈
事業譲与税が増加したことなどによる

国の令和５年度補正予算（第１号）に伴い、地⽅交付税総額が増額さ
れたことを受け、追加交付が⾏われたことなどによる

新型コロナウイルス感染症緊急包括⽀援交付⾦及び新型コロナウイル
ス感染症対応地⽅創⽣臨時交付⾦の減などによる

臨時財政対策債の減などによる

（10）県税以外の主な歳⼊決算額の増減理由
２ ⼀般会計 歳⼊
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R1 2 3 4 5

億円

年度

臨時財政対策債

その他の県債

1,594

18※⾦額は億円未満切捨て、割合は表⽰単位未満を四捨五⼊して表⽰

2,491 1,2662,095 2,889

589
（46.5%）

1,056
（50.4%）

1,036
（41.6%）

2,177
（75.4%）

901
（56.5%）

7111,039 6771,454 692

328億円の減

312億円の減

（11）県債の新規発⾏額の推移
２ ⼀般会計 歳⼊
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41.7％

19

17,670

12,641

34,32235,06135,67736,01136,438 31,840 30,31233,57833,766 33,572

（12）県債の年度末現在⾼の推移
２ ⼀般会計 歳⼊

※⾦額は億円未満切捨て、割合は表⽰単位未満を四捨五⼊して表⽰



20

３ ⼀般会計 歳出



議会費

36億円

総務費

4,917億円

環境費

101億円

民生費

3,497億円

衛生費

2,540億円

労働費

66億円

農林水産業費

173億円

商工費

354億円

土木費

1,086億円

警察費

2,002億円

教育費

3,839億円

災害復旧費

5億円

公債費

2,989億円

21※億円未満切捨て表⽰

合 計
2兆1,611

億円

（１）歳出決算額
３ ⼀般会計 歳出



総務費

民生費

衛生費 商工費

土木費警察費

教育費

公債費
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10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

R1 2 3 4 5

億円

年度

22※億円未満切捨て表⽰

233億円の減

740億円の減

1,301億円の減

（２）歳出決算額の推移
18,233 23,007 29,335 24,501 21,611

３ ⼀般会計 歳出



23※億円未満切捨て表⽰

⺠⽣費 233億円の減

新型コロナウイルス感染症への対応に伴う病床確保などの事業費が減
少したことなどによる

商⼯費 740億円の減

新型コロナウイルス感染症への対応に伴う事業者への協⼒⾦などの事
業費が減少したことなどによる

衛⽣費 1,301億円の減

⽣活福祉貸付制度における緊急⼩⼝資⾦等の特例貸付期間延⻑終了に
伴う事業費の減少や、新型コロナウイルス感染症緊急包括⽀援交付⾦
返納⾦が減少したことなどによる

（３）歳出決算額の推移の主な増減理由
３ ⼀般会計 歳出



政策費

75億円 市町村振興費

36億円

選挙費

19億円

統計調査費

6億円
総務管理費

1,231億円

徴税費

3,262億円

安全防災費

116億円

国際文化観光費

125億円

スポーツ費

30億円

青少年費

5億円

人事委員会費

3億円
監査委員費

3億円

【総務費】

合 計
4,917億円

県債管理基⾦積⽴⾦
104億円

24※億円未満切捨て表⽰

※⾦額の多い主な事業を記載

県⺠税利⼦割等交付⾦
2,941億円

財政基⾦積⽴⾦
784億円

（４）歳出決算額の款別内訳 （総務費）

個⼈県⺠税徴収
取扱費交付⾦

160億円

３ ⼀般会計 歳出



社会福祉費

158億円

障害福祉費

814億円

老人福祉費

1,367億円

生活保護費

111億円

児童福祉費

1,045億円
【民生費】

合 計
3,497億円

※億円未満切捨て表⽰

⼦ども・⼦育て⽀援
給付費負担⾦

583億円

介護給付費負担⾦
1,074億円

児童⼿当負担⾦
172億円

障害者⾃⽴⽀援
等給付費

654億円

（４）歳出決算額の款別内訳 （⺠⽣費）

※⾦額の多い主な事業を記載

３ ⼀般会計 歳出

25



公衆衛生費

542億円 環境衛生費

19億円

保健所費

4億円

医薬費

1,827億円

病院費

146億円

【衛生費】

合 計
2,540億円

26※億円未満切捨て表⽰

後期⾼齢者医療定率負担⾦
800億円

国⺠健康保険基盤安定制度負担⾦
211億円

新型コロナウイルス感染症
緊急包括⽀援交付⾦返納⾦

129億円

国⺠健康保険事業会計繰出⾦
485億円

（４）歳出決算額の款別内訳 （衛⽣費）

※⾦額の多い主な事業を記載

３ ⼀般会計 歳出



商工総務費

231億円

工業費

50億円

商工金融費

72億円

【商工費】

合 計
354億円

中⼩企業・⼩規模企業再
起⽀援事業費補助

66億円

県内消費喚起対策事業費
104億円

27※億円未満切捨て表⽰

産業技術総合
研究所交付⾦

30億円

中⼩企業制度融資事業費補助
52億円

（４）歳出決算額の款別内訳 （商⼯費）

※⾦額の多い主な事業を記載

３ ⼀般会計 歳出



教育総務費

302億円

小学校費

807億円

中学校費

471億円
高等学校費

1,169億円

特別支援学校費

379億円

社会教育費

21億円

保健体育費

5億円

私学振興費

640億円

大学費

41億円

28※億円未満切捨て表⽰

私⽴学校経常費補助
417億円

公⽴⾼等学校就学
⽀援事業費

100億円

⾼等学校等就学
⽀援事業費

91億円

（４）歳出決算額の款別内訳 （教育費）

※⾦額の多い主な事業を記載

３ ⼀般会計 歳出

【教育費】

合 計
3,839億円

⾼等学校施設整備⼯事費
117億円



⼈件費
22.7%

扶助費
2.6%

公債費
13.8%

投資的

経費
7.2%

補助費等
41.7%

その他
12.0%

注 「地⽅財政状況調査」（総務省実施）の性質別区分に基づき集計したもの 29

（５）性質別決算額の状況

その他の経費
53.7％

義務的経費
39.1％

地⽅消費税交付⾦など

歳出決算額 2兆1,611億円

３ ⼀般会計 歳出

※⾦額は億円未満切捨て、割合は表⽰単位未満を四捨五⼊して表⽰

投資的経費
7.2％



27,833 27,959 28,093 27,899 27,980

17,319 17,331 17,390 17,471 17,418

7,483 7,577 7,670 7,707 7,697

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

R1 2 3 4 5 年度

教育部門

警察部門

一般行政部門

人

30

53,09552,635 52,867 53,153 53,077

注 各年における定員管理調査において報告した部⾨別職員数（公営企業会計部⾨を除く）

（６）職員数の推移
３ ⼀般会計 歳出



0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

R1 2 3 4 5 年度

その他の経費

投資的経費

公債費

扶助費

人件費

億円

その他の
経費

31※億円未満切捨て表⽰

13,775 11,615

2,159億円の減

補助費等の減など

21,61118,233 23,007 29,335 24,501

2,889億円の減

（７）性質別決算額の推移
３ ⼀般会計 歳出



32

４ 特別会計



1 市町村⾃治振興事業会計
2 公債管理特別会計
3 公営競技収益配分⾦等管理会計
4 地⽅消費税清算会計
5 災害救助基⾦会計
6 恩賜記念林業振興資⾦会計
7 林業改善資⾦会計
8 ⽔源環境保全・再⽣事業会計
9 沿岸漁業改善資⾦会計

10 介護保険財政安定化基⾦会計
11 ⺟⼦⽗⼦寡婦福祉資⾦会計
12 国⺠健康保険事業会計
13 地⽅独⽴⾏政法⼈

神奈川県⽴病院機構資⾦会計
14 中⼩企業資⾦会計
15 県営住宅事業会計

33

（１）特別会計 ⼀覧
４ 特別会計



20,580 21,265 21,691 22,242 22,121 20,433 20,913 21,560 22,166 22,002 

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

R1 2 3 4 5

億円

年度

歳入決算額 歳出決算額

22,44621,687
20,651

21,213
22,247

予算現額

34※億円未満切捨て表⽰

（２）予算現額及び歳⼊歳出決算額の推移
４ 特別会計



0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

21,000

歳入 歳出

億円

公債管理特別会計 地方消費税清算会計 国民健康保険事業会計 その他

地方消費税清算会計

公債管理特別会計 27.6%

37.9%

35

32.3%
国民健康保険事業会計

7,103億円

8,328億円

6,081億円

7,178億円

8,328億円

6,081億円

32.5%

37.6%

27.5%

97.6％ 97.8％

（３）会計別決算額

22,121億円 22,002億円

４ 特別会計

※⾦額は億円未満切捨て、割合は表⽰単位未満を四捨五⼊して表⽰



0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

億円

歳入 歳出

6,081億円 6,081億円

公債費
6,081億円

繰入金
4,648億円

36※億円未満切捨て表⽰

県債
1,360億円

⼀般会計
繰⼊⾦など

元利償還⾦、
満期⼀括償還元⾦
への積⽴⾦など

（３）会計別決算額 （公債管理特別会計）

⼀般会計借替債など

４ 特別会計

財産収入
72億円



0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000
億円

8,328億円

地方消費税
収入

4,350億円

歳出歳入

8,328億円

地方消費税
清算金収入
3,977億円

※億円未満切捨て表⽰

地方消費税
清算金

4,090億円

一般会計
繰出金

4,226億円

実質収入額
2,087億円

市町村への
交付金

2,138億円

地方消費税徴収
取扱費負担金

12億円

他県からの
清算⾦収⼊

国からの
払込み

他県への
清算⾦⽀出

国への徴収
取扱費負担⾦

37

（３）会計別決算額 （地⽅消費税清算会計）
４ 特別会計



0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

億円

歳入 歳出

7,178億円 7,103億円

38※億円未満切捨て表⽰

国民健康保険
事業費

7,094億円

分担金及び
負担金

2,568億円

国庫支出金
1,846億円

繰入金
531億円

諸収入
2,194億円

繰越金
36億円

保険給付費等
交付⾦など

国⺠健康保険
事業費納付⾦

療養給付費等
負担⾦など

貸付金
1億円

（３）会計別決算額 （国⺠健康保険事業会計）

前期⾼齢者
交付収⼊など

４ 特別会計

積立金
6億円



39

Ⅱ 財産の状況



公有財産 ⾏政財産

普通財産

物品

債権

基⾦ ・直接、特定の⾏政⽬的に
利⽤されない

（⾏政財産以外）

・県が直接利⽤
（事務庁舎など）

・⼀般共同利⽤
（公園、図書館など）

⼟地・建物、
有価証券・出資による権利など

40

１ 財産の種類



10,413 10,345 10,345 10,340 10,362

220
219 219 222 194

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

R1 2 3 4 5

行政財産 普通財産

土 地（ 山 林 含 む ）

年度

万㎡
10,55710,633 10,564

41※万㎡未満切捨て表⽰

22.5万㎡の増

10,564 10,562

28.4万㎡の減元五領ヶ台⾼等学校の売却など

千⽊良⽔源林の購⼊など

（１）公有財産の推移 （⼟地）
２ 公有財産



664 653 653 649 647

12

12 13
14 16

600

650

700

R1 2 3 4 5

行政財産 普通財産

万㎡

年度

665677 663

建 物

42※万㎡未満切捨て表⽰

666 663

湘南⽅⾯特別⽀援学校（仮称）
の除却など

2.3万㎡の増⾏政財産の普通財産への
区分変更による

1.6万㎡の減

（１）公有財産の推移 （建物）
２ 公有財産



206 206 206 205 205

1,738 1,734 1,728 1,724 1,722 

0
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1,000
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1,600

1,800

R1 2 3 4 5

億円

年度

有価証券 出資による権利

43※億円未満切捨て表⽰

1億円の減

公益財団法⼈都道府県センター
（被災者⽣活再建⽀援基⾦）の
減など

（１）公有財産の推移 （有価証券・出資による権利）
２ 公有財産

有価証券・出資による権利



44※表⽰単位未満切捨て表⽰

（２）その他の公有財産の状況
区 分 ４ 年 度 末 現 在 ⾼ ５ 年 度 中 増 減 ⾼ ５ 年 度 末 現 在 ⾼
⾯ 積 12,926万㎡ 12万㎡ 12,938万㎡
⽴⽊の推定蓄積量 304万㎥ 3万㎥ 307万㎥

区 分 ４ 年 度 末 現 在 ⾼ ５ 年 度 中 増 減 ⾼ ５ 年 度 末 現 在 ⾼
特 許 権 11件 △2件 9件
著 作 権 6,038件 21件 6,059件
商 標 権 35件 1件 36件
育 成 者 権 17件 △2件 15件

区 分 ４ 年 度 末 現 在 ⾼ ５ 年 度 中 増 減 ⾼ ５ 年 度 末 現 在 ⾼
地 上 権 5,183万㎡ △11万㎡ 5,172万㎡
地 役 権 0.008万㎡ 0万㎡ 0.008万㎡

区 分 ４ 年 度 末 現 在 ⾼ ５ 年 度 中 増 減 ⾼ ５ 年 度 末 現 在 ⾼

船 舶
3隻 ０隻 ３隻

834.00総トン ０総トン 834.00総トン
浮 標 23個 0個 23個
浮 桟 橋 119基 0基 119基
航 空 機 1機 0機 1機

（⼭林の状況）

（動産の状況）

（物権の状況）

（無体財産権の状況）

２ 公有財産



3,468 3,622 3,761 3,912 4,127 

978 996 1,118 1,122 1,192 

2,502 2,549 2,571 2,705 2,733 
1,040 1,071 1,108 

1,143 
1,169 1,723 1,721 1,713 1,433 
1,634 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

R1 2 3 4 5

点

年度

諸機械類

船車類

標本、美術品類

教授用具類

その他

45

540点の増

３ 物品の推移

9,711 9,959 10,315 10,85510,271



398 383 365 350 341

993 947 920 894 868 
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1,600

R1 2 3 4 5

億円

年度

一般会計 特別会計

46※億円未満切捨て表⽰

26億円の減

9億円の減

地⽅独⽴⾏政法⼈神奈川県⽴病院機構
資⾦貸付⾦の返納など

県債償還⾦の負担収⼊や貸付⾦の返納など

４ 債権の推移
1,391 1,331 1,285 1,245 1,209



1 かながわ新型コロナウイルス感染症医療・福祉応援基⾦

2 かながわボランタリー活動推進基⾦21

3 神奈川県新型コロナウイルス感染症対応地⽅創⽣基⾦

4 神奈川県まち・ひと・しごと創⽣基⾦
5 神奈川県財政基⾦

6 神奈川県県債管理基⾦

7 災害救助基⾦

8 神奈川県環境保全基⾦

9 神奈川県気候変動対策基⾦

かながわトラストみどり基⾦

神奈川県⽔源環境保全・再⽣基⾦

かながわ森林基⾦

神奈川県森林環境譲与税基⾦

14 神奈川県農業構造改⾰⽀援基⾦

15 神奈川県安⼼こども基⾦

16 神奈川県⼦ども・⼦育て基⾦

17 神奈川県介護保険財政安定化基⾦

18 南⽅諸地域戦没者追悼沖縄神奈川の塔整備基⾦

19 神奈川県地域医療介護総合確保基⾦

20 神奈川県後期⾼齢者医療財政安定化基⾦

21 神奈川県国⺠健康保険財政安定化基⾦

22 かながわペットのいのち基⾦

23 神奈川県県営住宅事業基⾦

24 神奈川県まなびや基⾦

25 神奈川県奨学⾦基⾦

26 神奈川県公⽴学校情報機器整備基⾦

10
11
12
13

（１）基⾦ ⼀覧

47

５ 基⾦

※⾚で太字のもの（４、26）は令和５年度から新設された基⾦



その他
基金

1,245
億円

合 計
1兆3,469

億円

48

神奈川県
県債管理基金

10,106億円

※⾦額は億円未満切捨て、割合は表⽰単位未満を四捨五⼊して表⽰

神奈川県
財政基金

2,116億円
90.7％

（２）基⾦の状況
５ 基⾦
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6億円の減

神奈川県財政基金 神奈川県県債管理基金億円 億円

令和４年度 令和５年度

49※億円未満切捨て表⽰

398億円の増

県債償還（満期⼀括）の財源
とするための積⽴など

（３）主な基⾦の前年度対⽐

国庫返納の財源とする
ための取崩しなど

R４ ５ R４ ５

５ 基⾦


